
 

 

 

 

平成 27年１月 30日 

各 位 

会 社 名 ＡＮＡホールディングス株式会社 

代表者名  代表取締役社長 伊東 信一郎 

（ コ ー ド 番 号   9 2 0 2 東 証 第 １ 部 ） 

問合せ先  グループ総務・ＣＳＲ部長 今西 一之  

（ＴＥＬ . ０３－６７３５－１００１ ） 

 

 

「2014～16 年度ＡＮＡグループ中期経営戦略ローリングプラン及び長期戦略構想について」 

に関するお知らせ 

 

 

当社グループは、平成 26 年２月 14 日に発表した「2014～16 年度ＡＮＡグループ中期経営戦略」を一部

改定することについて、本日開催の取締役会において決議致しましたので、別紙のとおりお知らせいたしま

す。 

 

 

 

以 上 
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第 １ ４ - ０ １ ４ 号 

     ２０１５年１月３０日 

２０１４～１６年度 ＡＮＡグループ中期経営戦略 

ローリングプラン及び長期戦略構想について 
～強く生まれ変わり、世界から圧倒的支持を受けるエアライングループへ～ 

 

ＡＮＡグループは、昨年２月に、首都圏空港拡張（２０１４年度羽田・２０１５年度成田）を受け、当

面のネットワーク完成型を構築することを目指し、「２０１４－１６年度 ＡＮＡグループ中期経営戦

略」をまとめました。 

現時点ではおおよそ計画通りに遂行できているものの、足元の円安基調や急激な原油安を含

めた環境変化の中、航空業界の激しい競争を勝ち抜き、さらなる成長を実現する必要があります。    

そのためには、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック開催を契機とした、首都圏空港のさら

なる機能強化の可能性・産業競争力強化・訪日外国人２，０００万人達成等に向けた各種取組みを、

千載一遇のビジネスチャンスとして確実に取り込み、成長軌道が描けているのかを、あらためて点

検する必要があります。 

今後想定される「首都圏空港の再拡張」や、競合他社の動向などの不確定要素を加味しつつ、

２，３年という短期スパンだけではなく、１０年先も見据えた上で、現在遂行中の「２０１４－１６年度 

ＡＮＡグループ中期経営戦略」を確実に達成するための「ローリングプラン」を策定いたしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ANA HOLDINGS NEWS 

ＡＮＡホールディングス グループ広報部 ０３-６７３５-１１１１ 

２０１５年度以降の ＡＮＡグループを取り巻く環境とローリングプランの位置付け 

２０１７年度以降の成長機会を確実にＡＮＡグループの成長に繋げるべく、２０２５年度までの 

長期的環境と方向性を踏まえ、２０１５－１６年度の経営戦略を一部見直します。 

20142014年度年度 20152015～～1616年度年度 20172017年度以降年度以降

マクロ環境マクロ環境

訪日需要訪日需要

航空業界航空業界

アジア経済成長／FTA・EPAの進展

東京オリンピック・パラリンピック★円安の進行・原油価格下落
★ASEAN共同体発足

訪日外国人需要増加1,340万人
（2014年実績）

1,340万人
（2014年実績）

2,000万人
（2020年目標）

2,000万人
（2020年目標）

3,000万人
（2030年目標）

3,000万人
（2030年目標）

国内線市場の成熟化／国際線需要の拡大

外国航空会社の参入・増便／内外LCC参入・事業拡張

★成田LCCターミナル共用開始
★成田第５サテライト延伸

成田発着枠
27万回

成田発着枠
27万回

成田発着枠
30万回

成田発着枠
30万回

羽田発着枠
44.7万回

（内、国際9万回）

羽田発着枠
44.7万回

（内、国際9万回）
東京オリンピック・パラリンピッ東京オリンピック・パラリンピッ
クに向けて更なる首都圏空港クに向けて更なる首都圏空港

機能再拡張の可能性機能再拡張の可能性

長期的な成長機会をグループの長期的な成長機会をグループの
成長に確実に取り込む必要性成長に確実に取り込む必要性
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（１） ＦＳＣ（フルサービスキャリア）事業 

① ＡＮＡ国際線旅客事業 

し首都圏 

I. 成田空港増枠の最大活用 
・アジアの成長を取り込むための路線展開（新規就航・増便）の実施 

・グローバル需要（訪日・三国間）拡大に向けた首都圏ハブ機能の強化 

II. 羽田増枠２年目の真価発揮 
・２０１４年度新規就航路線の成長による収益拡大 
・深夜枠を活用した路線展開の実施 

III. グローバル対応力の強化 
・海外エリアでの収入拡大に向けたマーケティングの進化やＪＶ活用による販売力強化 

・個社独自システムから世界標準予約システム（ALTEA）への移行による業務効率向上 

② ＡＮＡ国内線旅客事業 

 

I. 「ピタッとフリート」モデル導入による更なる需給適合の推進 

・高需要期における大型機稼動の最大化 

・低需要期における小型機稼動の最大化 

・上記２点を同時に実現する機材計画の推進 

II. 他交通モードとの競合環境変化への対応（北陸新幹線開業への対応等） 

・需給バランスを取りながらもお客様利便性の確保を念頭にフリークエンシーを確保 

・多様な運賃設定を武器とした積極的な販売施策によって需要のすそ野を拡大 

III. 新機種導入準備の推進 

・ローンチカスタマーとなるＭＲＪや昨年３月に発注したＡ３２０・３２１ｎｅｏの導入を準備 

・高性能な新機種導入を契機とした最適な整備体制を構築 

 

（２） 貨物事業 

 

I. フレイター収支の早期黒字化 

・フレイター機増機（１１・１２号機導入）によるフレイターネットワークの拡充 

・沖縄ハブを中心とした路線便数再編 

・イールドマネジメントの進化による単価向上の推進 

II. ルフトハンザ、ユナイテッドとのＪＶ本格化による収益拡大 

・ネットワークとスペースの最大活用による競争力向上 

・販売チャネル・エリア拡大による販売力強化 

１．事業ポートフォリオ ～持株会社制のもと、最適ポートフォリオ構築に向けた方向性～ 

２０１５－１６年度主要テーマ ： 首都圏デュアルハブの更なる進化 

２０１５－１６年度主要テーマ ： 更なる需給適合の推進による収益性確保 

２０１５－１６年度主要テーマ ： フレイター事業の黒字化と更なる事業拡大 
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（３）ＬＣＣ事業（バニラエア） 

 

 

I. ネットワークの再編 
・収益改善を優先するため増機ペースを遅らせ（１０機⇒８機）ることにより確実に黒字化

を達成 

・市場販売価格や需要波動に柔軟に対応した収益性重視の路線・便数展開を実施 

II. レベニューマネジメント体制の構築 

・競争力と収益性を両立させるきめ細かいプライシングの実施 
・システム化による最適座席コントロールの実現 

III. ２０１６年度からの拡大戦略 

・事業黒字化と乗員確保の目途を前提に、国際線を中心とした事業規模拡大 

（４）多角化（ノンエアライン）事業 

I. 商社事業 

・免税店事業の拡大による訪日外国人の旺盛な購買需要の獲得 

・アジアにおけるジャパンブランドを強みとした店舗マネジメント事業の展開 

・アジア向け食材輸出の拡大とスイーツ事業の拡大 

・航空機部品等の北米・アジアへの販路拡大と半導体事業領域の拡大 

II. 旅行事業 

・高付加価値商品の拡大（ワンダーアース等）による富裕層の獲得 

・国際線ネットワーク拡充にあわせた商品ラインナップ拡充による海外旅行事業の拡大 

・ダイナミックパッケージ拡大とスカイホリデー商品拡充による国内旅行事業の強化 

・HIS との共同出資会社「ＨＡｎａｖｉ」（４月営業開始予定）の事業安定化と新たな展開の

検討 

 

（５）航空関連事業 

I. ＭＲＯ（Maintenance Repair and Overhaul）事業 

・沖縄県からのサポートとともにＭＲＯ事業を２０１５年度第２四半期より開始 

・２０１６年度中には那覇空港にて格納庫竣工後、本格的な営業を開始 

・ＡＮＡグループ外のエアラインを顧客とした中小型機（ＭＲＪを含む）の受託整備を実施 

II. 訓練事業 
ⅱ－①北米事業（Pan Am） 

・シミュレーター機種の最適配置による顧客開拓と戦略的価格設定による顧客開拓 

ⅱ－②アジア事業（Pan Am Thailand） 
・事業開始後の早期経営安定化とシミュレーター増設による収益規模の拡大 

ⅲ－③日本（panda） 

・提携航空会社を中心とした外販拡大 

２０１５－１６年度主要テーマ ： ２０１５年度の黒字化に向けた事業推進 
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２０１４年度までに実現する予定の８６５億円のコスト削減（うち３４０億円は２０１４年度に実施）

に加えて、今後２０１５－１６年度の二ヵ年でさらに５００億円の削減に取り組むことで、２０１1 年度

より累計して１，３６５億円のコスト削減を完遂します。 
新たな５００億円のコスト削減項目は以下の通りです。 

なお、これにより、ユニットコスト（*）で１．５円相当の低減が実現します。 
（*）２０１１年度当初からの低減額。燃油費を除く。 

 

 

２０１６年度までの価値創造目標は、為替・燃油市況前提の変動やコスト構造改革プランの策定

状況を踏まえ、現行中期経営戦略で掲げている水準を据え置きます。 

 一方で、足元の燃油価格だけを見れば、燃油費低減によるさらなる収益拡大も期待できる状況

にあるため、本戦略を着実に遂行しつつ、当初目標以上の達成を目指します。 

 

 

【連結業績の見通し】 
２０１３年度 

（実績） 
２０１４年度 
（見通し） 

２０１５年度 
（計画値） 

２０１６年度 
（計画値） 

営 業 収 入 １６，０１０ １７，０００ １７，８００ １８，５００ 

営 業 利 益 ６５９ ８５０ １，１００ １，３００ 

営 業 利 益 率 ４．１％ ５．０％ ６．２％ ７．０％ 

経 常 利 益 ４２９ ５５０ ８００ １，０００ 

当 期 利 益 １８８ ３５０ ４５０ ６００ 

単位：億円（単位未満は切り捨て） 

 

 

 

 

２．競争力向上の源泉としてのコスト構造改革の進捗について 

３．２０１５－２０１６年度の経営目標について 

２０１６年度には、連結営業利益１，３００億円、連結営業利益率７．０％を目指す。 

【価値創造目標の視点】 

・ 成長投資に必要なキャッシュフローの確保 

・ ボラティリティに対する耐性の強化 
・ 株式市場の期待に応える成長戦略の推進 

・ 健全な財務体質への改善によるファイナンスの強化 
・ 競合他社との競争に打ち勝つ競争力の確保 

 

世界のリーディ

ングエアライン

グループへ 

【主な施策】 

・システム化や人的生産性向上に 

 よる効率化促進 

・機材計画、機材配置オペレーシ 

 ョンの最適化による運航変動費 

 削減（ピタッとフリート効果） 

・省燃費機材のシェア向上 

・ファシリティスタンダード展開に 

よるオフィススペースの最適化 

                  等 
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 ＜１０年後の展望とＡＮＡグループが目指すもの＞ 

我が国は少子高齢化・人口減少が進行し、経済面で厳しい状況になることが予想され、また世

界経済においてはアジアを中心に成長軌道を描く一方、エネルギーや食糧問題を含めた地政学リ

スクが高まることも想定する必要があります。このような状況下においても、グローバル社会を生

き抜くためにチャレンジする国・企業・人々に対して、世界をつなぐエアライングループとして貢献

することに社会的価値を見出しながら、世界から圧倒的支持を受けるエアライングループへと成長

することを目指します。 

【１０年後の事業ポートフォリオイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

（１）１０年後の事業別の方向性と戦略のポイント 

【国際線】 国内線に替わる稼ぎ頭として、“世界をつなぐ”積極的な路線展開・投資 【図１参照】 
・世界の航空需要の成長源である「北米＝アジア間流動」に提携を含めてリソースを 

 集中投下 
・「訪日需要」を確実に取り込むための施策をマーケットへ投入 

・２０２５年度には国際線売上高で２０１５年度比１．５倍規模に拡大を目指し国内線 

 を逆転 

【国内線】 市場の成長が見込めない中で、マーケットシェア維持と徹底した効率化 
・需給適合モデルである「ピタッとフリート」の更なる進化による収益拡大 

・ビジネスモデルの世界標準化による内際統合を含めたインフラやリソースの効率化 

【貨物】 コンビネーションキャリアの頂点を目指し、世界をリードする総合航空物流会社へ 
・沖縄ハブのネットワーク拡充によるアジア域内流動の獲得強化 
・提携スキームの活用を含めた太平洋区間のスペース拡充による市場競争力強化 

【ＬＣＣ】 日本における航空需要創出と、訪日需要獲得により、「第４のコア事業」へと成長 

【ノンエア】 「第５のコア事業」として、既存事業領域の見極めをしつつ新規事業領域を開拓 

１０年後（２０２５年度）の連結売上高として２兆５,０００億円規模、グループ連結営業利益で２,０００

億円規模を目指します。 【図２参照】 

４．長期戦略構想の概略について 

貨物

LCC

収

益

性

時間（成熟度）

破線は
2015年度

目標レベル

※「貨物」はフレイター事業＋物流事業

FSC
国際線

FSC
国内線

ノンエア

◆円の大きさは営業利益規模（イメージ）

1100億円
2000億円
規模へ

＜2015年度＞ ＜2025年度＞

連結営業利益
貨物

LCC

収

益

性

時間（成熟度）

破線は
2015年度

目標レベル

※「貨物」はフレイター事業＋物流事業

FSC
国際線

FSC
国内線

ノンエア

◆円の大きさは営業利益規模（イメージ）

1100億円
2000億円
規模へ

＜2015年度＞ ＜2025年度＞

連結営業利益
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【図１】今後のネットワーク展開イメージと航空需要予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図２】今後の事業ポートフォリオの成長イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】「民間航空機に関する市場予測 2014-2033」、日本航空機開発協会
（数字は「旅客キロ」を表す、単位：10億人キロメートル）

西欧西欧西欧

中国・韓国・台湾中国・韓国・台湾中国・韓国・台湾

北米・カナダ北米・カナダ北米・カナダ

中南米中南米中南米

東欧・ロシア東欧・ロシア東欧・ロシア

中東・アフリカ中東・アフリカ中東・アフリカ

オセアニアオセアニアオセアニア

ハワイハワイハワイ

アジア・太平洋アジア・太平洋 域内域内

1,2721,272

4,0634,063

2013 2033

アジア・太平洋－欧州アジア・太平洋－欧州

343422
828200

2013 2033

CAGRCAGR：：6.0%6.0%

CAGRCAGR：：4.54.5%%

アジア・太平洋－北米アジア・太平洋－北米

330909
663535

2013 2033

CAGRCAGR：：3.73.7%%
東南アジア東南アジア東南アジア

現在就航している地域

今後の就航を検討する地域

現在就航している地域

今後の就航を検討する地域

2025年度（目標）

25,000億円

2025年度（目標）

25,00025,000億円億円

8383％％

1717％％

8989％％

1111％％
約約1515％％

ノンエア事業ノンエア事業
約約8585％％

航空事業航空事業

・ノンエア事業に「航空関連」「旅行」「商社」「その他」を含む

・売上高および事業比率は調整額消去後の数値
・2025年度のLCC売上高はグループ総取引額にて算定

現在現在
1010年後年後

1010年前年前

国内 国際 貨物 LCC 他 国内 国際 貨物 LCC 他 国内 国際 貨物 LCC 他

航空事業

ﾉﾝｴｱ
事業 航空事業

ﾉﾝｴｱ
事業 航空事業

ﾉﾝｴｱ
事業

0

1.31.3倍倍 1.41.4倍倍2015年度（当初計画）

17,800億円

2015年度（当初計画）

17,80017,800億円億円

2005年度（実績）

13,700億円

2005年度（実績）

13,70013,700億円億円売上高売上高売上高

5,000

0

（億円）
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（２）航空事業における長期的な成長戦略を支えるフリート戦略 

２０１４年３月に発注した７０機によって、中・長期の成長原資並びに更新機材の安定的な確保を行

ったことに加え、本日発表した１５機の追加発注により、国内線「需給適合」の深化及び首都圏空

港の再拡張への対応が可能となりました。国内線の生産調整と国際線の更なる事業規模拡大を

支えるこれらの機材を適宜投入することで、グループの成長戦略を後押します。また、これと同時

に省燃費機材の構成比を高めることで効率的な運航を推進します（下記 機材別割合イメージ図

参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）長期的な価値創造目標 

グローバル戦略の追求を通じて、価値創造経営の更なる深化を果たします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以  上   

機材構成比
FY20期末（イメージ）

機材構成比機材構成比
FY20期末（イメージ）

LCCLCC
10~1510~15%%

LCCLCC
88%%

貨物貨物 約約55%%

国際線国際線

30~3530~35%%

貨物貨物

44%%

国際線国際線

3030%%

国内線国内線

5858%%

国内線国内線

45~5045~50%%

FY15期初（見通し） FY20期末（イメージ）

大型機大型機

大型機大型機

合計合計 約約250250機機

ANA 約230機
LCC 約 20機

合計合計 約約305305機機

ANA 約265機
LCC 約 40機

中型機中型機

導入導入導入

退役退役退役

小型機小型機

リージョナル機リージョナル機

中型機中型機

小型機小型機

リージョナル機リージョナル機

省燃費機材省燃費機材のシェア
B777 ･ B787 ･ B737NG
A320/A321neo ･ MRJ

100%

50%

0%
FY15期初
（見通し）

FY20期末
（イメージ）

※ 「LCC」はLCCブランドの合計

機材構成比
FY15期初（見通し）

機材構成比機材構成比
FY15期初（見通し） 約55機 増加約約5555機機 増加増加

約約5555%%

75~   75~   
8080%%
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